
資料①－１ 
■ 平成 18 年までの三位一体改革（補助金削減 4 兆円と税源移譲 3 兆円）によるマクロの結果 

 
H１５（2003）

① 奨励中心型 ② 義務教育中心型 ③ 義務教育中心型

４５．９ ％ ５３．２ ％ ５２．４ ％ ５２．７ ％

県 ９．４ ％ ９．４ ％ ９．４ ％ ９．４ ％

市町村 １３．３ ％ ２０．６ ％ ２３．８ ％ ２３．４ ％

約 ７．５ 兆円不足 約 ４．６ 兆円不足 約 ５．４ 兆円不足 約 ５．０ 兆円不足

国 ▲ ２１．７ 兆円 ▲ １７．６ 兆円 ▲ １８．２ 兆円 ▲ １８．０ 兆円

地方 ▲ ０．８ 兆円 　 ０．８ 兆円  　０．１ 兆円 　 ０．５ 兆円

国＋地方 ▲ ２２．６ 兆円 ▲ １６．８ 兆円 ▲ １８．１ 兆円 ▲ １７．６ 兆円

H１８（2006）

地方自主財源比率 ※
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・ 基準財政需要の増加に結びつく義務的補助金削減の割合が小さいほど、交付税総額は抑えられる。 
（ ② 義務教育中心型 ＞ ③ 義務教育中心型（75％財源保障） ＞ ① 奨励中心型 ） 

 
 
 



■ 平成 21 年までの『ポスト三位一体改革』によるマクロの結果 

H１５（2003）

④⑤ 奨励－義務教育 ⑥⑦ 奨励－義務教育 ⑧ 義務教育－

５７ ： ４３ ５０ ： ５

４５．９ ％ ５５．３ ％ ５６．１ ％ ５５．２ ％

県 ９．４ ％ １４．９ ％ １４．９ ％ １４．９ ％

市町村 １３．３ ％ ２９．６ ％ ３０．７ ％ ２９．８ ％

約 ７．５ 兆円不足 約 ５．１ 兆円不足 約 ４．５ 兆円不足 約 ４．０ 兆円

国 ▲ ２１．７ 兆円 ▲ １５．９ 兆円 ▲ １５．２ 兆円 ▲ １４．７ 兆

地方 ▲ ０．８ 兆円 　 ０．４ 兆円 　 １．１ 兆円 　 ０．９ 兆

国＋地方 ▲ ２２．６ 兆円 ▲ １５．５ 兆円 ▲ １４．２ 兆円 ▲ １３．８ 兆

※1 政府の経済見通しに基づき、国税が5.3兆円、地方税が4.5兆円の自然増収を見込んでいる。

※2 総歳入に占める地方税及び税外収入の比率

※3 Ｈ21の国のプライマリーバランスは、基礎年金国庫負担の1/2への引上げ（約３兆円）を除いた数字。

改革の結果 ※1
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４９ ： ５１
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地方自主財源比率 ※2
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・ 補助金削減が基準財政需要に算入されないほどプライマリーバランスが改善 （改善効果： ⑨ ＞
資料①－２ 

奨励 ⑨ 奨励－義務教育

０ ４６ ： ５４

６０．７ ％

１４．９ ％

５４．６ ％

不足 約 ２．３ 兆円不足

円 ▲ １５．０ 兆円

円 　 ３．３ 兆円

円 ▲ １１．７ 兆円

７５％財源保障
新規単独事業削減

地方財政安定化制度

障
に対し
し

 

 ⑧＞ ⑥＞ ④）。 


